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9:00 開会挨拶

9:03～10:16 デジタルものづくり・機械電子分野 ページ ポスター展示場所※

A1 機械電子科の研究開発・技術支援への取り組み 機械電子科科長山田 浩文 － －

キーノートスピーチ１ （20分）
EMCシミュレーションの当センターの取り組みと研究事例について

機械電子科 小粥 基晴
静岡大学 １ ④

A2 80MHz 以下の周波数における放射イミュニティ試験法の開発 機械電子科 原口 卓也 ２ ④
A3 大型カメラを用いた恒温槽窓越しでのDIC の応用 機械電子科 太田 幸宏 ３ ②
A4 樹脂熱変形CAEへのDIC(デジタル画像相関法)の応用 機械電子科 長津 義之 ４ ②
A5 リバースエンジニアリングの活用方法 機械電子科 山口 智之 ５ ②

10:16～10:26 休憩

10:26～11:15 繊維高分子材料分野 ／ インキュベートセンター企業セッション ページ ポスター展示場所※

A6 繊維高分子材料科の研究開発・技術支援への取り組み 繊維高分子材料科科長 木野 浩
成

－ －

A7 CFRTPリサイクルにおける強度低下要因の検討 繊維高分子材料科 森田 達弥 ６ ⑪
A8 生分解性樹脂を紡糸した繊維についての海水を用いた分解性評価 繊維高分子材料科 大木 結以 ７ ③
A9 釣糸用生分解性モノフィラメント糸の開発に向けた取り組み 繊維高分子材料科 速水 優妃 ８ ⑪
インキュベートセンター企業セッションの紹介 研究統括官 小松 剛 － －

企業セッション１ 今ある設備で始めるスマート農業「GO SWITCH」 GREEN OFFSHORE株式会社 － －

11:15～12:00 所内施設見学・ポスターセッション・企業展示

13:00～13:41 光分野 ページ ポスター展示場所※

P1 光科の研究開発・技術支援への取り組み 光 科 科 長 渥美 博安 － －

P2 光学シミュレーションによる LED照明の配光をコントロ
ールする微細光学素子の開発 光 科 志智 亘 ９ ⑨

P3 透明樹脂のレーザー溶着-溶融領域の温度分布シミュレーション- 光 科 中野 雅晴 10 ⑧

P4 透明樹脂のレーザー溶着-温度分布シミュレーションに必
要な物性値測定-

光 科 髙橋 晴仁 11 ⑧

13:41～13:50 休憩

13:50～15:50 金属3Dプリンタ・材料分野 ページ ポスター展示場所※

P5 材料科の研究開発・技術支援への取り組み 材 料 科 科 長 菅野 尚子 － －

キーノートスピーチ２（20分）
金属積層造形に関する静岡県の取り組みとドイツの状況

材 料 科 田光 伸也
ヤマハ発動機株式会社
大恵株式会社

12 ⑤

P6 LB-PBF で造形したアルミニウム合金の機械的特性のばらつき 材 料 科 植松 俊明 13 ⑤

P7 LB-PBFで高速造形したアルミニウム合金造形物の表面粗
さ低減のための検討 材 料 科 望月 智文 14 ⑤

P8 アルミニウム合金積層造形物の変形抑制技術の開発 機械電子科 大澤 洋文 15 ⑤

P9 Additive Manufacturing 向け設計手法を推進する連携授業
－ボールペンのデザイン事例紹介－ 浜松未来総合専門学校 新間 功輝 16 －

P10 プレス成形シミュレーション精度における材料パラメータの影響 材 料 科 加用 敦也 17 ⑥

P11 プレス成形シミュレーションの精度向上のための材料物性
データの取得－ヤング率測定のコツ－ 材 料 科 栁原 茉由 18 ⑥

IoT 推進ラボ 企業セッションのご紹介 研究統括官 小松 剛
企業セッション２ MATLABによる外観検査AI システムの開発 マスワークス合同会社
企業セッション３ 簡単・低コストディープラーニングビジョンシステム 株式会社特電
企業セッション４ 簡単・迅速な IoT化：『BraveJIG』で製造業DXを実現 株式会社Braveridge
企業セッション５ 作業者のミスの防止(ポカヨケ)を支援する IoT ツール群 ヘルツ電子株式会社

15:50～16:30 所内施設見学・ポスターセッション・企業展示



【EMC シミュレーションの当センターの取り組みと研究事例について】

機械電子科 研究員 小粥基晴

静岡大学 准教授 關根惟敏

１ 目的

自動車業界では、自動車技術会により開発期間の短縮を期待して EMC シミュレーション

手法に関するガイダンスがテクニカルペーパーとして制定され、EMC シミュレーションの

活用が進められている。当センターでは、この最初の取り組みとして、アンテナから放射

される電波の電界強度やアンテナのインピーダンスについて実測及びシミュレーション解

析を実施し、EMC 試験法の開発に活用している。今回、この取り組みについて報告する。

２ 方法

実測及びシミュレーションでは、電波放射側のアンテナにダイポールアンテナ及びバイ

コニカルアンテナを使用した。各アンテナを高さ１mの位置に設置して、アンテナから水

平方向に 1m の位置の電界強度を測定及び解析した（図１）。アンテナの入力電力は 1mW と

した。また、アンテナのインピーダンスについても測定及び解析した。シミュレーション

解析には Femtet（ムラタソフトウェア㈱）を用いた。実測については、電界強度測定位置

に受信アンテナを設置し、ベクトルネットワークアナライザ（E5071C キーサイト・テクノ

ロジー㈱）にて電界強度及びインピーダンスを測定した。

３ 結果

バイコニカルアンテナのインピーダンスは、シミュレーションと実測の結果を比較する

と、高い周波数域で違いはみられるものの全体として近い値及び同様の周波数特性を示し

た（図２）。電界強度は、シミュレーションと実測で同様の周波数特性を示した。

４ 今後の予定

当センターでは EMC シミュレーションの本格的な活用が始まるのに先立ち、実機による

試験・測定を交えながら興味のある方と一緒に EMC シミュレーションの取り組みを進めて

いきたいと考えている。

※取り組みに協力いただいた静岡大学より EMC シミュレーションに関する研究事例も報告

する。

図２ バイコニカルアンテナの
インピーダンス

図１ 実測及びシミュレーションの概略図
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80MHz 以下の周波数における放射イミュニティ試験法の開発

機械電子科 主任研究員 原口 卓也

１ 目的

車載電子機器が電磁ノイズにより誤動作しないことを確認する試験として放射イミュニ

ティ試験（以下、「放射試験」）があり、通常 80MHz 以上の周波数に対して試験を行ってい

る。近年、車両の電動化が進み、車両内の電磁環境はより複雑になっている。特に電力変

換用のインバータが放射する電磁ノイズや、車両内の配線が受信しやすく、放射しやすい

電磁ノイズは 80MHz 以下の周波数にも及ぶと考えられているため、20MHz～80MHz の周波数

について放射試験を要求されることがあり、今後この要求は増加していくと考えられる。

本研究は、放射試験に用いられるアンテナの形状や電波吸収体の配置などを最適化するこ

とにより、県内企業から要望のあった周波数 20MHz～80MHz における電界強度 100V/m の実

現を目指した。

２ 方法

アンテナから放射される電波の電界強度はアン

テナに入力する電力の２乗に比例することから、

電界強度 10V/m 発生に必要な電力を 100 倍するこ

とで 100V/m 発生に必要な電力を推定した。従来か

ら行っている 80MHz 以上の放射試験と同様のセッ

ティングでは、100V/m 発生に必要な電力は約 15kW

と推定された。これは当センターで保有するアン

プの出力上限である 3.4kW を大幅に上回ってい

る。そこで図１に示す試験セッティングにおい

て、下記に示す条件を変更して測定した。なお、

80MHz 以上の放射試験では銅製天板試験台を使用し、金属床の状態で試験をしている。

①試験台：銅製天板試験台、発泡スチロール製試験台

②床面：金属床、金属床上に電波吸収体を敷設

③アンテナ：エレメント延長無（約 1.7m）、エレメント延長有（約 3.4m）

３ 結果と考察

発泡スチロール製の試験台を使用し、床面に電波

吸収体を敷設することで約 2.7kW の電力で 100V/m

を達成できた（図２）。これは、発泡スチロール製試

験台の使用及び電波吸収体の敷設により、アンテナ

と試験台及び床との電磁的な影響が軽減されたた

めと考えられる。アンテナエレメント延長の有無に

よる電界強度の違いは僅かであったが、反射電力は

延長無のときに大きくなった。このため、アンプを

保護する観点から反射電力の少ない延長有で試験

をすることとした。
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大型カメラを用いた恒温槽窓越しでの DIC の応用

機械電子科 上席研究員 太田幸宏

１ 目的

自動車に導入が進む樹脂材料は、複雑な熱変形挙動を示すため、CAE（コンピュータシミ

ュレーション）による予測結果と実測結果の乖離が問題となっている。CAE の予測結果を

検証するため、熱サイクル試験中の対象樹脂部品の熱変形挙動の時系列の実測結果が必要

となり、これまで、大型窓付恒温槽と非接触光学式３Ｄひずみ・変形測定機を用いて、恒

温槽の窓越しに DIC(デジタル画像相関法)で測定を行ってきた。しかし、ドアトリムのよ

うな大型樹脂部品に適用すると、大きく変形する箇所全てを把握するには測定範囲が狭い

ことが問題であった。本研究では、測定範囲を拡大することを目的として、恒温槽窓越し

に大型カメラで DIC を適用するため、恒温槽窓越しでの大型カメラの校正方法の開発を行

った。また、大型カメラの測定精度の確認も行った。

２ 方法

ひずみ・変形測定機の校正には、校正板を所定の距

離・角度に配置して測定機で複数回測定する必要が

ある。大型カメラの校正板は直径1.2mの十字形状で、

恒温槽内（1.0m×1.0m×0.8m）に配置して校正を行う

ことはできない。そこで、大型窓付扉を開けた状態で

校正板を用いて校正を行った。ただし、大型窓付扉と

大型カメラの相対的な配置を合わせるため、位置合

わせ用のパネルを窓に配置した。大型カメラでこの

パネルを測定することで、校正時の扉を開けた状態

でも、熱サイクル試験中の実測時の扉を閉めた状態

でも大型カメラと扉の相対位置が変わらないように

大型カメラの位置を調整した。また、測定精度の確認

として、自動３軸ステージにマーカーを配置し、測定

範囲の中央と４角で、各軸 10mm 移動したときの測定

値のばらつきを調査した。

３ 結果と考察

恒温槽窓越しに大型カメラで DIC を行うための校

正方法を開発し、測定範囲を 500mm×380mm から

787mm×513mm に拡大できた（図１、図２）。その結果、

ドアトリムの大きく変形する箇所全てを測定可能と

なった。校正後、大型カメラの測定精度の確認を行

い、測定距離において最大測定誤差はＺ軸方向の

0.12mm であり（表）、大型樹脂部品の想定する熱変形

10mm に対して５％以下であることを確認した。

図１ 測定風景

図２ 測定結果

表 測定精度調査結果

移動方向 最大誤差（mm）

X 軸 0.04

Y 軸 0.04

Z 軸 0.12

窓扉付恒温槽

大型カメラ

大型窓付恒温槽

大型カメラ

787mm

5
1
3
m
m

赤枠:従来範囲
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樹脂熱変形 CAE への DIC(デジタル画像相関法)の応用

機械電子科 上席研究員 長津義之

１ 目的

自動車の軽量化、成形自由度の高さ及び低コスト化のため、樹脂材料の導入が進んでい

る。しかし、樹脂は金属材料と比較して、線膨張係数が高く、クリープ(時間とともに変形

が進む現象)等の特有の性質を持つ。このため、高温・低温を繰り返す環境下では複雑な変

形挙動を示す。CAE(コンピュータシミュレーション)による樹脂部品の熱変形予測には、こ

れらの特性を考慮した多数の熱物性材料パラメータの取得が不可欠である。

本報告では、非接触でひずみ・変位分布を計測できる DIC(デジタル画像相関)法を用い

た簡易パラメータ取得法及びそれを用いた熱変形の CAE 解析結果について報告する。

２ 方法

熱による反りが多くの自動車樹脂部品で問題となるため、対象試験として、それを再現

する熱サイクル基礎試験(図１)を実施した。サンプルは厚さ 2mm の PMMA 板を用い、単軸

引張試験、熱サイクル試験及び引張クリープ試験(図２)を行った。各試験では、DIC を用

いてサンプル変位を計測し、縦弾性係数、線膨張係数及びクリープパラメータ(4 個)を求

めた。また、熱サイクル基礎試験において、DIC で得たサンプルのひずみ分布を利用し、

クリープパラメータの最適化を行った。試験条件を変更した熱サイクル基礎試験において、

得られた熱物性材料パラメータを用いた CAE と実測結果とを比較した。

３ 結果と考察

温度及びその保持時間を変更した熱サイクル基礎試験について、得られた熱物性材料パ

ラメータを用いた CAE と実測との比較を図３に示す。今回、80℃を 4時間保持した試験に

おける終了時のサンプル長手方向のひずみを

用いて、クリープパラメータの最適化を行っ

た。各試験条件において、高温時の変位が CAE

で良好に再現されており、線膨張係数が精度良

く求められたことが確認できた。また、試験終

了時の変位に関して、CAE と実測値の差異は最

大で 15%となった。試験終了時の変位にはクリ

ープが大きく影響を及ぼす。そのため、今回

実施したクリープパラメータの取得及び最

適化法の有効性が示された。

図１ 熱サイクル基礎試験

図３ 熱サイクル基礎試験 CAE 結果
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【リバースエンジニアリングの活用方法】

機械電子科 主任研究員 山口智之

１ 目的

3D スキャナや X線 CT 等の非接触形状測定装置で出力できる 3D データは、ポリゴンデー

タ（.stl、.obj 等）である。このデータは、測定物の形状や寸法を検査することには適し

ているが、データ量が大きく、一般的な CAD ソフト等で扱うことが難しい。

リバースエンジニアリングでは、ポリゴンデータから CAD データを作ることができるた

め、検査のためだけに使っていたポリゴンデータを CAD・CAM・CAE 等に活用することが可

能になる。本発表では、R6 年度に導入したリバースエンジニアリングソフトウェア及びリ

バースエンジニアリングの活用例を紹介する。

２ 方法

当センターには、リバースエンジニアリングがで

きるソフトウェアとして、spScan（㈱アルモニコス

製）と 3D-SUITE（㈱エリジオン）の２つがある。こ

れらのソフトウェアにポリゴンデータを取り込み、

処理することで CAD 面を作成することができる。ソ

フトウェアの大きな違いは、面を張る処理を spScan

は手動、3D-SUITE は自動で行うという点である。そ

れぞれのソフトウェアで CAD 化した例を図１に示

す。今回は、リバースエンジニアリングにより得ら

れ た デ ー タ を 使 い 、 構 造 解 析 （ SOLIDWORKS

Simulation）と流体解析（Ansys Fluent）を行った。

３ 結果と考察

上図のスパナの CAD 化に掛かった時間は、spScan が約 60 分、3D-SUITE が約 10 分となっ

た。spScan では、平面領域を指示しているため、意図通りに作成できているが、3D-SUITE

は、ポリゴンの影響で、本来一つの平面である部分が、分割された平面で作成される箇所

があった。また、両方とも、ポリゴンと作成した CAD 面の誤差については、総面積の 95%

以上で±0.1mm 以内となった。また、得られたデータを構造解析及び流体解析することで、

応力分布や気流の可視化をすることができた。解析結果を参考に、形状を再設計すること

や、CAM を使って加工することも可能になった。

図面がない古い部品や、手仕上げで作製した治具・金型の複製や解析等において、リバ

ースエンジニアリングの技術を活用することで、業務の効率化に大きく貢献すると考えら

れる。ただし、リバースエンジニアリングは、ポリゴンデータの質によって処理時間が長

くなったり、面を張ることが難しくなったりするため、測定段階からデータの密度やノイ

ズ等に注意する必要がある。また、対象形状の複雑さや要求される精度によっても処理時

間が数日単位で変わってくることもあるため、必要な形状や求める精度を事前に検討する

必要がある。

図１ ﾘﾊﾞｰｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞの例

（spScan）

・任意の面構成

・処理時間は長い

（3D-SUITE）

・全て自動で処理

・面構成の選択不可

Ａ５
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CFRTP リサイクルにおける強度低下要因の検討

繊維高分子材料科 上席研究員 森田 達弥

１ 目的

熱可塑性炭素繊維複合材料(CFRTP)のリサイクルは、射出成形で再成形する方法などが

検討されているが、炭素繊維の短繊維化や樹脂劣化による強度低下が課題となっている。

令和５年度から CFRTP 用に改良したトランスファ成形機を使用したリサイクル技術の検討

を開始したが、リサイクル成形品の強度低下の課題が一部残っている。本研究では、トラ

ンスファ成形機を使用した強度低下の少ないリサイクル技術を確立するため、リサイクル

時の強度低下の原因となる短繊維化や樹脂劣化について評価した。

２ 方法

２．１ リサイクル時の短繊維化の評価

長さ 15mm のチョップド UD テープを用い、熱プレス成形機またはトランスファ成形機で

CFRTP の平板(200mm 角)を成形した。成形した平板を 20mm または 50mm 角に切断し、マッフ

ル炉で 450℃、２時間加熱して、樹脂のみを熱分解させた。加熱後、回収した炭素繊維の

繊維長を測長し、切断寸法や成形法の違いよる短繊維化を評価した。

２．２ リサイクル時の樹脂劣化の評価

リサイクル時の樹脂劣化には、熱劣化と酸化劣化の２種類が考えられる。そこで、CFRTP

の平板(200mm 角)を金型に入れ、大気が遮断された状態で加熱、冷却を繰り返して、熱劣

化させた試料を作製した。また、CFRTP の平板(200mm 角)を大気中で加熱、冷却した後、金

型で平板に再成形することを繰り返して、酸化劣化させた試料を作製した。作製した試料

の曲げ試験及び赤外線分光分析の結果から、リサイクル時の樹脂劣化の影響を評価した。

３ 結果と考察

３．１ リサイクル時短繊維化の評価

測長した平均繊維長を表１に示す。50mm 角の平均繊維

長は約 12mm で、アルミダイカスト並の強度を維持するた

めに必要な繊維長(10mm)を維持できていたが、20mm 角の

平均繊維長は 5.6mm で 10mm よりも短くなった。切断寸法

を大きくすることで、短繊維化を低減できると考えられ

た。熱プレス成形とトランスファ成形を比較した結果、平

均繊維長がほぼ同じ値となり、成形法の違いによる短繊維

化は生じないと考えられた。

３．２ リサイクル時の樹脂劣化（酸化劣化）の評価

曲げ試験の結果を図１に示す。熱劣化させた試料の曲げ

強度は変わらなかったが、酸化劣化させた試料の曲げ強度

は低下した。赤外分線光分析の結果、酸化劣化させた試料

は樹脂が酸化している傾向が確認できた。そのため、リサ

イクル時、大気中で加熱されることで、樹脂が酸化劣化し

て、リサイクル成形品の強度が低下すると考えられた。

表１ 平均繊維長の測定結果

試料(成形法) 平均繊維長

20mm 角

(熱プレス)
5.6mm

50mm 角

(熱プレス)
12.1mm

50mm 角

(トランスファ)
12.2mm

図１ 曲げ試験結果

Ａ７
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【生分解性樹脂を紡糸した繊維についての海水を用いた分解性評価】

繊維高分子材料科 主任研究員 大木 結以

１ 目的

海洋で数か月から数年単位で使用できる漁具用生分解性繊維の開発に向け、海洋中の微

生物が分解できる生分解性樹脂のポリヒドロキシアルカン酸（PHA）及びポリカプロラクト

ン（PCL）を重量比１：１で溶融混練して、モノフィラメント糸を紡糸した（PHA50/PCL50

糸）。この糸の海水中における分解速度は十分に調べられておらず、海洋で使用する際の障

壁となっている。そこで、PHA50/PCL50 糸を製織した織物（PHA50/PCL50 織物）が海底に堆

積した状況を想定し、海水と砂泥を用いた分解試験の結果から分解性を評価した。

２ 方法

ISO19679:2020に従い、PHA糸およびPCL糸、PHA50/PCL50

糸を製織した織物（PHA 織物および PCL 織物、PHA50/PCL50

織物）について、海水を用いたラボレベルの分解試験を行

った。海水と砂泥（採取地：三保半島沿岸域）を入れた試

験容器に織物試料（0.35mg)を１枚ずつ入れ、25℃かつ好

気性条件において、海水及び砂泥由来の微生物を培養した

（図１）。試験期間（175 日間）に発生した二酸化炭素量か

ら、織物試料が微生物により二酸化炭素まで分解された割

合（生分解度）を算出した。

３ 結果と考察

各織物試料の生分解度を図２に示す。試

験 175 日間において、PHA 織物の約 63%、

PHA50/PCL50 織物の約 34%、PCL 織物の約

14%が二酸化炭素まで分解された。また試

験 20 日目以降、PHA 比率の高い織物試料の

順で生分解度の値が高かった。この結果

は、今回の実験系が PHA の分解反応に有利

な条件（海水および砂泥由来の微生物種、

培養条件）であったことを示している。

PHA50/PCL50 織物の生分解度は、PHA 織

物よりも低い値を示し、試験終了までにそ

の差は大きくなった。PHA50/PCL50 糸にお

いては PHA と PCL は分子レベルで混ざり合っておらず、それぞれの樹脂相が分散した微細

な相分離構造が形成されることが分かっている。糸表面においても相分離構造が形成され

た結果、分解速度がより低い PCL 相の存在が PHA 相の分解反応を阻害したと考えられる。

分解速度が異なる生分解性樹脂を混練および紡糸することにより、単独の生分解性樹脂

を紡糸した繊維よりも長期間、海水中で使用できる繊維の開発が期待される。

図１ 実験系の構成

図２ 各織物試料の生分解度

Ａ８
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釣糸用生分解性モノフィラメント糸の開発に向けた取り組み

繊維高分子材料 研究員 速水優妃

１ 目的

汎用樹脂でできた釣糸は、海へ流れてしまうと自然分解しないため、海洋に生息する魚

や鳥などの生物が誤飲したり、絡まったりするなど問題になっている。微生物などの働き

により分解しやすい生分解性樹脂を釣糸に活用することは、効果的な対策となる。しかし、

釣糸製品に求められる引張強度（5.5 cN/dtex 以上）と伸び（30％未満）を満たす糸は、ま

だできていない。本研究では、２種類の生分解性樹脂を用いて釣糸用生分解性モノフィラ

メント糸を紡糸し、物性評価、形状観察したので報告する。

２ 方法

２種類の生分解性樹脂を二軸押出機（東洋精機製

作所製）で混練し、試験用紡糸装置（中部化学機械製

作所製）で紡糸した。延伸は２段階延伸で行った。延

伸倍率他の紡糸条件を変えて、糸の引張強度、伸び、

形状に与える影響を調べた。今回、検討した条件を

図１に示す。

精密万能試験機（島津製作所製）で紡糸した糸の引張試験を行った。紡糸した糸を１m

間隔で、その片端を１cm の長さで切断したものについて、糸の表面および断面の形状を

卓上型走査電子顕微鏡（日立ハイテク製）で観察した。工程の概要を図２に示す。

３ 結果と考察

全体の延伸倍率 8.75 倍、延伸温度 40℃、熱処理温度 60℃で紡糸した糸のみ引張強度

（5.5 cN/dtex 以上）と伸び（30％未満）の目標値を達成した（図３）。その糸を観察する

と、表面形状は平滑で、断面は真円に近い状態であり、良好な糸であった（図４）。延伸倍

率や温度条件により、糸の引張強度および伸びへの影響が大きかった。以上のように、高

強度な糸を紡糸装置で作製するには、延伸倍率や温度条件を検討する必要がある。

全体の延伸倍率 (倍) 8.0～8.75

延伸温度 (℃) 35～45

熱処理温度 (℃) 60～70

図４ 紡糸した糸の観察図３ 引張試験結果（左：引張強度、右：伸び）

図１ 紡糸条件

図２ 工程の概要

二軸押出機 試験用紡糸装置 精密万能試験機 卓上型走査電子顕微鏡
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光学シミュレーションによる LED 照明の配光をコントロールする微細光学素子の開発

光科 上席研究員 志智 亘

１ 目的

工業技術研究所では令和３～５年度の新成長

戦略研究にて、路面に図形を投影して運転手や歩

行者に情報を伝達するための照明用微細光学部

品「マイクロプリズムアレイ（MPA）」を開発した

（図１）。MPA を用いた照明の社会実装に向けて、

現実の路面投影で想定される同一図形を複数表

示する状況では、単一光源で図形を投影すると、

個々の投影像の明るさ不足や解像度の低下が課

題となる。そこで本研究では、複数の光源を用い

る「多灯化」構成により、投影像の明るさや解像

度不足を改善する方法について検討した。

２ 方法

MPA に光を斜めから入射させると、光軸からオ

フセットした位置に図形像が投影される(図２の

光源２と像２の関係）。この特性を利用すれば、

複数の光源を用いることで明るさを維持したま

ま図形像を複製し投影できる。一方で、設計時と

は異なる角度から MPA に光が入射するため、像が

ぼける等の像質低下が懸念される（図３左図）。

そこで本研究では、光学シミュレーションを用い

て多灯化した場合でも各図形像が同等の像質で

投影できるように、各光源の向き及び MPA 間の距

離（オフセット）を個別に調整した（図２）。

３ 結果と考察

図３に３つの光源を使って３つの山型の図形

像を距離 2.5m に約 700mm の間隔で投影する多灯

化 MPA 照明の光学シミュレーション結果を示す。

光源の位置を調整することで、各投影像のぼけが

改善され同質な像が得られることを確認した。さ

らに、調整後の光源配置と、シミュレーションと

同条件の MPA を使った再現実験においても同様

の投影像質が得られ、本手法の妥当性が実証され

た。以上より、MPA を用いた照明において、多灯

化と光源の配置最適化を行うことで、同一な図形

像を明るく同質に投影できることを示した。

図２ 多灯化 MPA 投影における光源の位

置と投影像の位置の関係

図１ 新成長戦略研究で開発した MPA に

よる図形像の投影

図３ 光学シミュレーションの結果

光源のオフセットと
光源の向きの調整なし

1500 mm

ぼけ幅が改善

ぼけ幅が改善

1500 mm

光源のオフセットと
光源の向きの調整あり

P2
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透明樹脂のレーザー溶着

―溶融領域の温度分布シミュレーション―

光科 中野雅晴

１ 目的

透明樹脂同士を接合する方法の一つに赤外線波長レーザー（2µm レーザー）を用いた溶

着がある。本方法は、接着剤等の薬剤を使わずにレーザーで透明樹脂自身を直接加熱して

溶着するため、環境や人体に優しい特長がある。一方で、樹脂内部でレーザー照射による

溶融領域が大きく広がるため温度制御が不安定になり、空間的に均一な接合が難しい。

本研究では、シミュレーションで溶着過程の温度分布を予測し、溶着条件を最適化する

方法を（国研）日本原子力研究開発機構と共同開発している。基礎検討として、予測した

温度分布と溶着後に観察した接合領域の断面を比較し、有効性を評価した。

２ 方法

平行光の 2µm レーザーで透明樹脂平板（ポリカーボネー

ト：PC）を重ね溶着した時の温度分布を伝熱解析で予測した

（図１）。解析に必要な物性値として、光吸収長、比熱、熱伝

導率、ガラス転移温度及び密度を与えた。熱源となるレーザ

ーの光強度分布は、面内だけでなく深さ方向も考慮した。

溶着断面は、レーザーを走査して重ね溶着した試料を、走

査方向に対して垂直な方向に切断して作製した。そして、溶

着断面の透過像を観察し、接合界面の溶融幅を測定した。

３ 結果と考察

溶着強度が異なる２つの溶着条件において、予測した温度分布と溶着断面を比較した

（図２）。両条件ともガラス転移温度 150℃より高い温度領域は、実際にレーザーで溶融

した領域と同様に楕円状であり、接合界面における幅も同等であることが確認された。平

行光のレーザーで溶着したにもかかわらず楕円状になった要因は、レーザーの光強度分布

（ガウス分布）と、ガラスによる放熱効果にあると考えられる。これらの結果から、今回

用いた解析手法により 2µm レーザーで溶融した領域の温度分布を予測でき、溶着条件の最

適化に活用できることが分かった。

図２ 予測した温度分布と溶着断面の比較

図１ 重ね溶着の概略図
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透明樹脂のレーザー溶着

-温度分布シミュレーションに必要な物性値測定-

光科 髙橋 晴仁

１ 目的

光科では、２µm レーザーを用いた透明樹脂溶着法の温度分布シミュレーション技術を

（国研）日本原子力研究開発機構と共同開発している。本溶着法では、透明樹脂が２µm 近

傍の波長の光に対して透過と吸収の両方の特性を持つことを利用して接合面を溶融するた

め、光吸収長は温度分布シミュレーションの重要なパラメータである。また、比熱や熱伝

導率といった熱物性値も正確な温度分布予測には重要である。本発表では、温度分布シミ

ュレーションに必要な物性値の測定方法と、比熱の温度依存性がシミュレーションの解析

結果に与える影響について紹介する。

２ 方法

透明なポリカーボネート(以下、PC）について、光吸収長は自記分光光度計、ガラス転移

温度と比熱は示差走査熱量計（DSC）、熱伝導率はフラッシュ法を用いた熱定数測定装置を

使用して測定した。物性値を伝熱解析に導入し、溶着過程の温度分布を予測して実測した

溶着断面の溶融幅と比較した。

３ 結果と考察

図１に比熱の温度依存性を測定した結果を示す。比熱は温度上昇に伴い線形的に増加

し、ガラス転移温度（150℃）付近で顕著に増加した。また、測定ばらつきは９％程度で

あった。この要因は、試料調整したサンプル間のばらつきに起因すると考えられる。

図２に厚さ３mm の透明 PC 平板を重ね溶着した際の溶着断面における温度分布解析結果

を示す。比熱の温度依存性を考慮することで、界面におけるガラス転移温度を超える領域

の幅が実測値（溶融幅 1.9mm）に近づいた。以上の結果から、温度依存性を含めた物性値

を計算に用いることは、温度分布を予測する上で有効であることが分かった。

図１ 比熱の測定結果 図２ 温度分布シミュレーション結果

(b)比熱の温度依存性
を導入した結果

(a)20℃での比熱で
固定した結果
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金属積層造形に関する静岡県の取組みとドイツの状況

材料科 上席研究員 田光 伸也

１ 目的

輸送機器産業の製造現場ではデジタル化が求められ、金属積層造形が解決手段の一つと

して期待されている。静岡県は産業界からの要望を元に金属積層造形の代表的手段である

PBF 方式の金属 3D プリンタを R4 年度に機器を導入し、R5～7 年度にかけ活用するための

研究に取組んできた。本発表では、これまでの研究概要及びドイツにおける積層造形への

取組み状況の調査結果、企業と共同で取組んだ小テーマについて報告する。

２ 方法

はじめに、当センターで取組む研究「金属 3D プリンタを活用したものづくり支援のため

の積層造形技術開発」について４つの小課題の概要を紹介する（表１）。次に、R7 年 6 月

に開催された「Laser World of Photonics 2025（ドイツ・ミュンヘン）」への出展を通じ

て実施した現地調査から、金属 3D プリンタ発祥の地であるドイツにおける積層造形への

取組み状況を紹介する。最後に、「アルミを利用するための疲労強度の検証（ヤマハ発動機

㈱）」、「積層造形を用いた樹脂用金型の作製（大恵㈱）」について各企業から報告する。

表１ R5～7 年度に取組んだ研究における各小課題とその概要

３ 結果と考察

小課題１では、アルミニウム合金粉末 AlSi10Mg の造形について、造形位置によりヒュー

ム等の影響を受け造形物品質が低下する懸念に対し、造形位置による機械的特性の変化を

明らかにした。小課題２では、開発した低コストアルミ粉末材料の高速造形条件において

表面粗さを低減させた。小課題３では、造形条件や造形姿勢を

変化させ、アルミニウム合金の造形において変形を抑制させ

た。小課題４（実証課題）では、アルミ造形物の利用や金型の

高機能化等の共同研究、試作/データ作成支援、技術研修（浜松

未来総合専門学校との連携授業）等を実施した。また、セミナ

ーや展示会出展等を実施し（図１）、製造業を中心に金属 3D プ

リンタに対する高い関心を確認した。

小課題の狙い 概要

小課題１：造形物の品質や物性

に関する情報の不足への対応

鉄系及びアルミ合金粉末を対象に、残留応力や造形方

向の影響など様々な物性情報を明らかにする。

小課題２：材料と造形コストが

高い問題の解決

安価なアルミ粉末の開発と低コスト造形技術を確立す

る。

小課題３：設計通りに作ること

が難しい問題の解決

3D データと造形物の形状を比較・検証することで、設

計通りに造形できる造形条件を獲得する。

小課題４：実証課題として小課

題１～３を応用

研究成果を活用し、企業と共同で製品開発/試作に取り

組み、セミナーや展示会等で普及を図る。

図 1 Laser World of
Photonics への出展

キーノート

スピーチ２
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LB-PBF で造形したアルミニウム合金の機械的特性のばらつき

材料科 上席研究員 植松 俊明

１ 目的

レーザ粉末床溶融結合法（LB-PBF）の金属 3D プリンタにおいて、１回の造形で多数の部

品を配置する一括造形はコスト低減に有効である。しかし、造形物が近接している場合に

はレーザ照射時に発生したスパッタやヒュームが不活性ガスによって風下側へと移動し、

溶融池を不安定にさせることで、造形物の密度や機械的特性などが低下する懸念がある。

そのため、金属 3D プリンタごとに作製した造形物の機械的特性を把握することは構造物

として使用する上で重要であるが、造形物の機械的特性のばらつきを評価した報告は少な

い。そこで、本研究では不活性ガスのフロー方向に対して任意の間隔でベースプレート上

に造形物を配置し、造形位置がアルミニウム合金造形物の機械的特性に及ぼす影響につい

て明らかにする。

２ 方法

金属粉末は、市販のアルミニウム合金粉末 AlSi10Mg（SI10MG40B 東洋アルミニウム(株)

製）を用いた。造形は LB-PBF の金属 3D プリンタ SLM280（Nikon SLM Solutions AG）を使

用し、過去の研究で相対密度が 99.5%以上になった条件（積層厚さ：0.06mm、レーザ出力：

650W、走査速度：1850mm/s、レーザ間隔：0.17mm、ベースプレート温度：150℃、不活性ガ

ス：窒素）で行った。造形位置はベースプレートの中心（０mm）と不活性ガスのフロー方

向に±70mm、±105mm とした。また、造形位置の正方向は不活性ガスの風上側である。造

形物はφ12×130mm の丸棒形状でベースプレートの上面に対して垂直に造形し、造形後に

切削加工で JIS Z 2241(2022）の 14A 号引張試験片に仕上げた。引張試験は精密万能材料

試験機（㈱島津製作所 AG-250kNXplus）を用い、クロスヘッド速度１mm/min で荷重を加え

て、引張強さ、耐力、破断点伸びを求めた。また、造形物の相対密度は任意断面を金属顕

微鏡で撮影し、画像解析で算出した。

３ 結果と考察

造形位置による機械的特性の変化を図１に

示す。耐力は造形位置によらず、270MPa 程度

となった。一方、引張強さは造形位置が中央

から正方向のときに 450MPa 程度で一定とな

ったが、負方向（風下側）になると低下する傾

向を示した。また、図中の試験片 A 及び B の

相対密度はそれぞれ 99.8%、99.5%であり、粗

大な未溶融欠陥が多く観察された試験片 B の

方が低密度であった。これらのことから、造

形位置による機械的特性のばらつきは、風下

側でヒュームによるレーザのエネルギーの減

少が起こり、内部欠陥の状態が変化したこと

が要因のひとつとして考えられる。
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図１ 造形位置による機械的特性の変化
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LB-PBF で高速造形したアルミニウム合金造形物の表面粗さ低減のための検討

材料科 主任研究員 望月 智文

１ 目的

LB-PBF 法の金属 3D プリンタでは、造形物の部位ごとに造形時のレーザに関する設定値

を変える。例えば、造形物の内部は高密度に仕上げる一方、側面は表面粗さを抑えるため

に、それぞれレーザ出力や走査速度等を調整する。また、これらの設定値は、原料粉末の

種類や造形時の積層厚さ等によっても最適値が異なるため、都度調整が必要である。

当センターでは、LB-PBF 法の課題である、「造形コストが高い」ことに対し、原料粉末

の粒度及び造形時の積層厚さに注目しアルミニウム合金造形物の高速造形条件開発を行っ

た。その結果、積層厚さ 120 µm のとき、高密度体（相対密度:99.8％以上）を得つつ、造

形速度を従来比 45％以上向上させる条件を見いだした 1)。今回、この高速造形条件に対し

て、輪郭造形時のレーザ条件を調整し、造形物の表面粗さを低減した取り組みを紹介する。

２ 方法

東洋アルミニウム㈱製アルミニウム合金ブロード粉末を原料と

し、金属 3D プリンタ (SLM280、Nikon SLM Solutions AG 製) を用

いて、図１の造形物を窒素雰囲気で造形した。造形物内部は、上述の

高速造形条件を適用し、輪郭部分はレーザ出力 650 W で一定とし、

レーザ走査速度を変化させて造形した。造形物の評価は、側面の算術

平均粗さ（Ra）及び断面観察により行った。

３ 結果と考察

造形物側面の Ra は、レーザ走査速度が遅くなるにつれて減少傾向を示した（図２）。レ

ーザ走査速度が遅くなると、原料粉末に投入される入熱量が増加する。これにより、溶融

体積が大きくなった結果、造形物側面に現れる形状が滑らかになったと考えられる。表面

粗さが低減したレーザ走査速度 350 mm/s で造形した造形物の断面観察では、輪郭部分に

過入熱が原因と考えられる球状欠陥が確認された（図３）。これらの欠陥は、強度低下を引

き起こす可能性がある。以上より、造形物の表面粗さの低減には、輪郭造形時の入熱量増

加が有効である一方、強度を重視する場合には入熱量の増加を避ける必要があり、目的に

応じた適切なレーザ条件の設定が重要であることが分かった。

参考 1) 望月 他, レーザ積層造形によるアルミニウム合金ブロード粉末の緻密化に及

ぼす積層厚さの影響, 粉体および粉末冶金, Advanced Publication by J-STAGE

図１ 造形形状

図３ 造形物断面写真 参考１へのリンク
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図２ レーザ走査速度と造形物側面の

Ra の関係
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アルミニウム合金積層造形物の変形抑制技術の開発

機械電子科 上席研究員 大澤洋文

１ 目的

金属 3D プリンタは、他の方法では加工できない複雑形状部品を製造できることから、輸

送機器産業など幅広い分野での活用が期待されている。しかし、LB-PBF 法の金属 3D プリ

ンタでは、レーザを用いて局所的に急加熱急冷を繰返すため、熱ひずみによって発生した

応力により造形物が変形し、造形精度の低下につながるという課題がある。そこで今回、

変形を抑制する方法を開発するために、レーザ走査速度や造形姿勢を変化させてアルミニ

ウム合金の積層造形物を作製し、造形条件が造形精度に及ぼす影響を確認した。

２ 方法

金属 3D プリンタ SLM280（Nikon SLM Solutions AG）

を用いて、アルミニウム合金粉末 AlSi10Mg（東洋アルミ

ニウム㈱）で図１に示す直方体と円筒で構成される試験

片を造形した。造形条件は、造形姿勢が図２(a)の縦置き

で、レーザ出力 650W、レーザ走査速度 1,850mm/s を基準

条件とし、基準条件からレーザ走査速度を 950、1,250、

1,550、2,150mm/s に変化させた４種類、造形姿勢を図２

(b)の平置きと図２(c)の斜め置きに変化させた２種類

の合計７種類とした。また、図２のように造形角度が

(a)(b)は 30°以下の面に(c)は 45°以下の面にサポート

を付与した。次に、各試験片をベースプレートから切離

し、サポートを除去したのちに輪郭測定機 CV-4100H8（㈱

ミツトヨ製）を用いて外筒円弧の半径Ｒを測定した。

３ 結果と考察

各試験片における外側円筒の半径Ｒの設計値と測定

値の差を図３に示す。縦置き姿勢では、サポート除去時

に残留応力が開放されることで円筒が開く方向に変形

し、半径Ｒが大きくなる傾向にあったが、レーザ走査速

度が遅い条件ほど変形は小さくなった。これは、レーザ

走査速度が遅いほど造形時のレーザ照射エネルギー密

度が大きくなり、下層が再加熱されることで残留応力が

緩和したためと考えられる。

また、平置き姿勢や斜め置き姿勢では、縦置き姿勢に

比べて造形時に円筒部がサポートから受ける拘束が小

さかったため、サポート除去後の変形が小さかった。特

に円筒部にサポートがつかない斜め置き姿勢では半径

Ｒが設計値から-0.2mm と良好な寸法精度となった。 図３ 造形条件と造形精度の関係

図１ 試験片形状
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図２ 造形姿勢
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金属 3D プリンタのための設計手法を推進する連携授業

―ボールペンを対象としたデザイン事例紹介―

浜松未来総合専門学校 CAD デザイン科 教諭 新間 功輝

学生 大村 瑞希、齋藤 拓人、鈴木 大陸斗

１ 目的

浜松未来総合専門学校 CAD デザイン科では、開発・設計分野に携わり、モノづくりを支

える技術力と感性を養うことを目的として、2年間のカリキュラム（1年次：ものづくりの

基礎習得、2年次：技術力と実践経験の深化）による教育を行っている。当校では、外部機

関と協働して実施する授業を「連携授業」と位置づけており、今年度も 1年次の実習科目

として金属 3D プリンタを活用した連携授業を実施した。金属 3D プリンタは、デジタルも

のづくりを実現する手段として注目されている一方、従来の加工方法とは異なる設計アプ

ローチが求められる。本報告では、金属 3D プリンタの活用を想定したサンプル製作を通し

て、学生が AM（Additive Manufacturing：積層造形）によるものづくりを体験し、デジタ

ルものづくりへの理解を深めるとともに、将来の活躍領域の拡大を目的として取組んだ連

携授業の内容について紹介する。

２ 方法

浜松工業技術支援センターと取組んだ連携授業のスケジュールを表１に示す。取組み概

要の説明時に、金属 3D プリンタ及びその造形物の特徴を確認した。その後、軽量化、3D プ

リンタならではの形状を備えることなどの設定条件に従い、個々の学生がボールペン筐体

のデザインに取組んだ。

表１ 連携授業スケジュール

３ 結果と考察

各学生がデザインした筐体を造形しボール

ペンを試作した（図１）。３点のデザインを代表

として選出し、代表デザインについて各 40 本

のボールペン筐体を作製した。

デザインに込めた思いや工夫については、デ

ザイン作成者の学生から当日報告する。

日程 内容

2025年 7月 取組み概要の説明

9月 デザイン条件の詳細説明、各学生による取組み開始（3DCAD による

ボールペン筐体データ作成）

10 月末 中間チェック（デザインにおける造形可否の確認、質疑応答 等）

11 月末 データ提出期限

2026年 1月 データ修正、ボールペン筐体試作、代表案選定、造形

2月 後加工、パッケージング

3月 浜松工業技術支援センター研究発表会で連携授業の取組み発表

図１ 試作したボールペン
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プレス成形シミュレーション精度における材料パラメータの影響

材料科 研究員 加用敦也

１ 目的

輸送機器産業等で利用が進んでいるハイテンは高強度、低延性等の材料特性のため、プ

レス成形性が悪く、金型の修正回数とコストの増加を招いている。それらの問題を解決す

るため、成形シミュレーションによるプレス品の形状予測が行われるが、その精度向上が

課題となっている。成形シミュレーションでは、引張強さやヤング率、耐力等の物性デー

タから構成される材料パラメータが必要となる。しかし、プレス加工中に材料への負荷が

反転するなどの挙動を再現した材料パラメータを用いていない場合には、シミュレーショ

ン精度の向上は期待できない。そこで、本研究では引張強さ１GPa 以上の超ハイテンにお

けるシミュレーション精度の向上を目指し、３種類の材料強度試験で取得した物性データ

を元に算出した材料パラメータによるシミュレーション精度の変化について検証した。

２ 方法

供試材は２種類の超ハイテン(グレード:1180MPa、1470MPa 級)を用いた。引張強さやヤ

ング率等の物性データは、供試材から JIS Z 2241:2022 の５号試験片を作製し、表１に示

した試験方法で取得した。これを元に材料パラメータを算出した。成形シミュレーション

は図１に示すハット曲げ形状を対象とし、「はままつ超ハイテン研究会」の協力を得て実施

した。シミュレーション精度は、ハット曲げを行ったプレス品を非接触形状測定機（FaroArm

Quantus S Max 3.5m xP、FARO Technologies Inc.製）で測定した寸法と比較することで評

価した。

３ 結果と考察

図２に、1470MPa 級ハイテンで各材料パラ

メータによるシミュレーション精度の改善率

を示す。シミュレーション精度はパラメータ

①を適用した場合を基準とすると、パラメー

タ②では５％以上、パラメータ③では 20％以

上改善した。以上より、シミュレーション精

度の改善には変形挙動を考慮した物性データ

の取得が有効であることがわかった。当日は、

1180MPa 級ハイテンの結果についても報告す

る。

表１ 物性データと材料パラメータの関係

図１ ハット曲げ形状

図２ パラメータ①のシミュレーション
精度を基準とした時の改善率

① ② ③

引張強さ、耐力、ヤング率 単軸引張試験 ○ ○ ○

負荷反転時の耐力 引張圧縮試験 － ○ ○

応力除荷時のヤング率 引張除荷試験 － － ○

材料パラメータ
物性データ 試験方法
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プレス成形シミュレーション精度向上のための材料物性データの取得

―ヤング率測定のコツ―

材料科 研究員 栁原茉由

１ 目的

ハイテンのプレス加工では、加工後の形状を予測するために成形シミュレーションの活

用が進められている。成形シミュレーションの精度を向上するためには引張強さ、耐力な

どの基礎的な物性データ以外に、応力除荷時のヤング率が必要となる。このデータは材料

強度試験機を用いて、材料を所定のひずみ量に達するまで引張、その後試験力が０kN にな

るまで除荷したときの応力とひずみの関係から取得できる。近年ではひずみ量の測定にビ

デオ式非接触伸び幅計が広く利用されているが、除荷時に試験片の標点を追従できないこ

とがあり、測定値が不安定となる。そこで、本発表では、引張除荷試験におけるひずみ測

定方法と正確な数値を得るためのコツを紹介する。

２ 方法

試験片は引張強さ 1180MPa 級のハイテンの圧延方向に対して 90°から採取した JIS Z

2241:2022 の５号試験片とした。引張除荷試験は油圧式万能材料試験機(UH-F500kNX、㈱島

津製作所)で行い、試験速度は２mm/min とした。ひずみ量の測定はビデオ式非接触伸び幅

計を用い、試験片に貼付けた標点を示すマーカー（標線）の変位からひずみ量を算出した。

また、標線貼付部の前処理は、未処理、アルコール脱脂、研磨紙による研磨＋アルコール

脱脂の３種類とし、１種類ごと３回測定した。応力除荷時のヤング率は、ひずみ量１～６％

の範囲において 0.5％ごとに算出した。

３ 結果と考察

標線貼付部の前処理方法によるヤング率の変化を図１に示す。未処理では、ひずみ量に

よらず、測定ごとのヤング率のばらつきが大きかったが、アルコール脱脂では初期ヤング

率（ひずみ０）以外のばらつきは低減できた。さらに、研磨＋アルコール脱脂したものは、

測定ごとの差は最大で８GPa 程度で安定した測定値を得られた。これは、標線の密着性が

上がったことでカメラによる追従が安定したためであると推測される。したがって、応力

除荷時のヤング率の測定では研磨した上でアルコール脱脂すべきであることが分かった。

当日の発表では、その他の測定上の注意点についても紹介する。

図２ ひずみ量による応力除荷時のヤング率の変化

a）未処理 ｂ）アルコール脱脂 ｃ）研磨＋アルコール脱脂
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